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1　 は じめ に

　沖縄県には公立小学校が 281校あ り， その う

ち 102校が へ き地指定校である（2005年現在）。

その 中で もさらに規模が小 さい ため複式学級を

設置して い る学校が 69校ある。

　複式学級にお い て は ， 学級編成や児童の実態

等に応じて各学校が主体となっ て教育課程を編

成する必要 があ り，授業実践に も単式学級とは

異なる工 夫を施す必要 がある。 沖縄県における

複式学級の教育課程や授業実践の研究は，主 と

して総合的な学習の時間に関ずる地域学習 ・体

験学習や，国語 ・算数とい っ た順序性 ・系続性

が極めて 重要な科 目に関するもの で 多く見られ

る。しか し，理科に関ずる研究は極めて 少ない
。

即ち，教育課程編成や授業実践の参考となる ，

理科の教稗博性 ・単元特性を十分考慮した研究

がなされて い るとは い えない現状で ある。

　また沖縄県では，複式学級数の 全体に占める

割合が大きいため，教員として複式学級設置校

に赴任す る可能性が他県に比べ て高い。しか し，

大学でも複式学級における指導に対応で きる教

員を養成する体系的な教育課程は編成されてい

ない
。

　そこ で本研究で は，沖縄県の 小学校複式学

級を対象に ， 教育課程 の編成状況や授業実践

につ い て調査 した。さらに，学校教育現場で

「複式学級で の授業実践」 に対応で きる教員

を養成す るため の大学等で の 教員養成 へ の 要

望事項に つ い て も調査 した。

2　研究方法

　沖縄県内に複式学級を設置す る全公立小学校

（田 校）に事前に電話で協 力を依頼し
， 承諾を得ら

れた学咬（50校）に対し， 質問紙法で調査し鵡 調

査の噂 毳 柳田 ・田中らの研究に倣 い 次の 3 点

である。

  理科教育課程 の編成 と順JWts ・系統性 が

　　重要な単元 で の 授業実践 につ い て

  理科指導の 際に，教員が教えにくい ，児童

　　が理解 しにくい と考え られる内容につ い て

  　大学等の 教員養成機関に対 して ，複式学

　　級で の 授業実践に対応す る教員 を養成す

　　るための要望事項

3　結果 ・考察

　理科 の 学習形態 として ，「学年別」 「AB 年

度方式」 「単式」が見 られ ， 各学校様 々 で あ っ

た。「AB 年度方式亅 の場合，児童 の 発達段階

に応じた指導や児童の転出 ・転入 へ の 対応が

困難で ある。そ の よ うな事態を酉i爐 し，理科

を単式で指導す る学校 も見 られ るが，その 結

果 として他 の 教科を複 々 式学級で 指導 しなけ

れ ばな らない など， 別の 問題 も生 じて い る。

　教員養成機関へ の 要望は ，
「複式学級で 用い

る授業技術 ・指導法に っ い て の具体的実践」

など授業技術修得に関する多数の 意見を得た。

こ の こ とは，教員養成機関が複式学級の授業

実践に対応で きる よ うな教育課程 を新設す る

など意識的に 対応 しな けれ ばならない こ とを

示唆 して い る 。

　　　　　　　【 附 記 】

　本研究の
一
部は，文部科学省特別教育研究経

費措置事業 噺 しい 時代の 要請に応える離島教

育の革新麟 。鹿 児島 ・琉球三 大学連携事業司

の
一
環 として行われた もの である。
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